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出現率との関係について�
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黒　澤　　　孟＊・水　野　眞佐夫＊＊�

 １．緒　　言�

　近年，「格差」に関する議論が活発に行われている。経済学と社会学の専門家からは「格差」

が生じているという明確な論説が発信されてきている（川上ら，２００６；佐藤，２０００；橘木，

１９９８，２００６；三浦，２００６，２００７；山田，２００７）。一方，内閣府は「格差」は見かけであ

るという見解を示しているが（内閣府２００７），厚生労働省の調査によると，国民の所得格差

を評価するジニ係数（１に近づくほど格差の拡大）は，２００５年にはじめて０．５を超えて，こ

れまでの最高値である０．５２６３を示した（厚生労働省２００５）。岸本（２００７）は日本が直面し

ている格差社会の拡大化の中，子どもの健康を守る立場から，子どものからだと心の発達が

阻害されないように，学校と地域の両面から厳重な監視が必要であることを指摘している。��

　現代の子どもの生活において，運動不足と食生活の乱れは，多くの国民が実感できるほど悪

化してきている。この問題の累年的影響は，政府統計における肥満傾向児と痩身傾向児の割

合の増加という結果に反映されていると考えられる。厚生労働省のまとめによると（朝日新聞

２００７年５月１７日朝刊），「普通」の体型をしている小・中学生の男女の割合が，６割を割り

込み，子どもの体型が「肥満・太りぎみ」と「やせぎみ・やせすぎ」の二極分化に向っている

ことが明らかとなった。さらに，肥満傾向児と痩身傾向児とも東北・北海道の北国の子どもに

多い点が指摘されており（西岡，２００７），その原因の一つとして所得格差と家族政策への不十

分な財政支援が子どもの体型を二極分化へ誘導していることが推察されている（水野，２００６）。�

　そこで，本研究は，厚生労働省の発表による雇用者年間給与額と文部科学省の発表による

肥満傾向児・痩身傾向児の出現率との相関関係を評価することにより，近年の子どもの肥満化・

痩身化に対する所得格差の影響を明らかにすることを目的とした。�

�

�
２．方　　法�

２．１．政府統計データ�

　学校における児童，生徒及び幼児の発育及び健康の状態を明らかにすることを目的とする
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　本研究では，下記に示す政府調査により発表された統計データを用いた。�

（１） 厚生労働省賃金構造基本統計調査（平成１８年）・都道府県別第１表「年齢階級別きま

って支給する現金給与額及び年間賞与その他特別給与額」�

（２） 文部科学省平成１８年度学校保健統計調査・「都道府県別肥満傾向児出現率」�

（３） 文部科学省平成１８年度学校保健統計調査・「都道府県別痩身傾向児出現率」�

（４） 総務省平成１６年全国消費実態調査・第３０表「地域別１世帯当たり１ヶ月間の収入と支出」�

�

２．２．雇用者年間給与額の算出�

　本研究では，日本国内の雇用者所得を調査して発表されている統計結果の中から，厚生労

働省賃金構造基本統計調査（平成１８年）を用いた。この統計調査を選択した第一の理由とし

て，文部科学省平成学校保健統計調査と対応可能な平成１８年の都道府県単位による調査結果

が発表されていることである。ただし，この統計は標本が１０人以上の企業で働く雇用者の賃

金収入に限られているデータである。第二の理由として，標本数が多く，所得源泉別の不平

等度寄与度は，賃金所得が資産所得に比べて高い割合を示しているからである。第三の理由

として，賃金所得の分布の集中度が低いことである。これらの理由によりこの統計調査結果

を本研究における雇用者年間給与額の算出に用いる最適な統計データと位置づけた。雇用者

年間給与額算出の対象者は，肥満傾向児，及び，痩身傾向児出現率において１１歳児を対象と

したため，親世代と推定できる３５歳から４４歳の男性とした（ 各都道府県平均年齢３９．９～

４０．１歳）。�

　都道府県別第１表「年齢階級別きまって支給する現金給与額及び年間賞与その他特別給与額」

から，産業計・男性から「決まって支給する現金給与額」及び「年間賞与その他特別給与額」

の項目を用いて，以下の式を用いて「雇用者年間給与額」を算出した。�

�

雇用者年間給与額 ＝（決まって支給する現金給与額）×１２ヶ月 ＋（年間賞与その他特別給与額）�

�

２．３．肥満傾向児出現率と痩身傾向児出現率�

　文部科学省平成１８年度学校保健統計調査において，５歳から１７歳の肥満傾向児出現率と

痩身傾向児出現率が報告されている，本研究では，男女とも最高値を示した１１歳の値を用い

た。�

�

２．４．雇用者年間給与額と肥満傾向児・痩身傾向児出現率との相関関係�

　次の３種類の相関関係を評価した。�

（１）各都道府県の雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率，及び痩身傾向児出現率の値を用

いた相関関係の評価。�

（２）各地域区分の雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率，及び痩身傾向児出現率の値を用

いた相関関係の評価。地域区分の方法は，平成１７年度以前の文部科学省学校保健統計調査に

おいて発表された都道府県区分を参考にして，北海道と沖縄を新たに設けた９区分とした（北

海道，東北，関東，東海・北陸，近畿，中国，四国，九州，沖縄）（表１）。その上で，各

区分に該当する都道府県の雇用者年間給与額と各出現率のそれぞれの平均値を用いて相関関

係の評価をおこなった。�
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（３）雇用者年間給与額各区分による平均値と肥満傾向児・痩身傾向児出現率との相関関係

の評価。雇用者年間給与額を１）４５０万円未満，２）４５０万以上５００万未満，３）５００万以

上５５０万未満，４）５５０万以上６００万未満，５）６００万以上６５０万未満，６）６５０万円以上

７０００万未満，７）７００万円以上，まで５０万円ごとに７区分した（表１）。その上で，それ

ぞれ区分ごとに該当する都道府県の平均値をその区分の値として用いた。�

�

２．５．消費支出額の比較�

　総務省による「平成１６年全国消費実態調査」の報告を用いて，子どものいる世帯が含まれ

る二人以上の世帯・勤労者世帯の各項目の支出額について，雇用者年間給与額の上位と下位

の５都道府県のそれぞれの平均値を比較して評価を行った。�

�

２．６．統計処理�

　全てのデータは，平均値±標準偏差で示した。雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率，及び，

痩身傾向児出現率との関係は，Ｐｅａｒｓｏｎの相関係数を用いて評価した。有意水準は５％未満

とした。�

�

�
３．結　　果�

３．１．都道府県別による比較�

　各都道府県別の雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率，及び，痩身傾向児出現率との間には，

相関関係は認められなかった。�

�

３．２．地域別による比較�

　９区分の各地域ごとに算出した雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率の関係を図１に示した。

北海道と東北は，他の地域と比較すると，肥満傾向児出現率の割合が２～４ポイント高い傾

向が認められた。地域別による雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率との間には，相関関係

は認められなかった。�

　各地域別雇用者年間給与額と痩身傾向児出現率との関係において（図２），については，

年間給与額が高い地域ほど，痩身傾向児出現率も高い値を示して，正の相関関係が認められ

た（ｒ＝０．６６， ｐ＜０．０５）。�

�

３．３．雇用者年間給与額の階級別による比較�

　年収により７段階に区分した階級別雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率との間において（図

３）について，年間給与額が高い階級ほど，肥満傾向児出現率は低い値を示して，負の相関

関係が認められた（ｒ＝－０．８７， ｐ＜０．０１）。�

　一方，階級別雇用者年間給与額と痩身傾向児出現率との間において（図４），年間給与額

が高い階級ほど，痩身傾向児出現率も高い値を示して，正の相関関係が認められた（ｒ＝０．７９， 

ｐ＜０．０５）。�

�

�
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３．４．消費支出額と内訳�

　雇用者年間給与額の上位５都府県（東京，神奈川，愛知，大阪，茨城）と下位５県（青森，

沖縄，島根，秋田，宮崎）における１ヶ月間の消費支出額をみると，上位５都府県では３５万

２千円±１万９千円に対して，下位５県では約２９万６千円±２万２千円と５万６千円ほどの

開きがあった。また，内訳の中で「その他」を除いて，下位５都府県より上位５県の方が高

い割合の支出を示して両者に１％以上の開きがある項目は，「教育」と「教養娯楽」であった。

さらに，｢教養娯楽｣におけるスポーツに関係する費目について，上位と下位の両群の平均値

をそれぞれ算出した結果，「スポーツ」（上位５都府県２７２５±４３８円，下位５県１９４２±６７円）

と「月謝」（上位５都府県５１１３±７８９円，下位５県２４９９±７８０円）とで合計３４００円の支出

の差が認められた。�

�

�
４．考　　察�

　本研究により，日本における１１歳児の肥満傾向児，及び，痩身傾向児出現率として表され

る体格の二極分化への変化は，子どもの親世代である平均年齢４０歳の男性雇用者年間給与額

と相関関係を示すことが明らかとなった。肥満傾向児の割合は，低所得層において高値を示

すのに対して，痩身傾向児の割合は，高所得層において高値を示すことが判明した。本研究

の結果は，現代日本が直面している格差社会の拡大が，子どもの発育・発達，そして健康を

阻害していることを示唆するものである。�

　厚生労働省の調査報告によると，心筋梗塞や脳卒中などの生活習慣病の引き金となる肥満

を軸としたメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の疑いが強いか，その予備軍であ

る人が中・高齢者層の男性の半数に，また，女性の５人に１人に上ることが判明している（平

成１６年度国民健康・栄養調査）。また，同調査報告において，母親世代である２０～３９歳の

低体重女性が年々増加していることも明らかとなっている。さらに，メタボリックシンドロ

ーム危険群・予備軍と比較して，痩せている者のほうが生活習慣病の危険度がより高いとい

う報告もある（朝日新聞２００７年５月２８日朝刊）。子どもの体格の二極分化の問題は，発達

のレベルにおける阻害因子としてのみならず，子どもの未来に向けて疾病からからだを守る

保護のレベル，さらには，生存のレベルまでを脅かす健康問題であると位置付けられる。�

�

４．1．低所得者層における肥満傾向児の高い出現率�

　北海道と東北は，他の地域と比較すると，６歳から１４歳までの全ての年齢の子どもにおい

て肥満傾向児出現率の割合が２～４ポイント高い傾向が認められる。積雪寒冷地域における

子どもの肥満傾向の原因として第一に予想されるは，冬季の身体活動量の低下である。しかし，

沖縄，鹿児島，宮崎などの南国地域においても肥満傾向児出現率は同等に高いことから，子

どもの肥満化が北国に限定しているとは考え難い。本研究では，日本における１１歳児の肥満

傾向児の出現率は，子どもの親世代である平均年齢４０歳の男性雇用者年間給与額と負の相関

関係を示すことが明らかとなった。従って，低所得者層の家庭における経済的問題が，子ど

もの肥満傾向児の出現率の増加の一因となると推察される。平均的な勤労者１世帯当たりの

総支出に対する各支出内容が占める割合について，年間給与額上位５都府県と下位５県を比

較した結果，支出に１％以上の開きがある項目は，「教育」とスポーツ活動等の月謝を含む「教
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養娯楽」であった。定期的なスポーツへの参加は，用具・衣類代，施設使用費など家族にと

って経済的な負担が多くなると考えられる。格差社会の拡大は，低所得者層の子どもたちの

発育・発達，健康の保持・増進にとって不平等な機会が生み出されていると考えられる。�

　低所得者層において肥満傾向児の出現率が高い現象は，三浦（２００６，２００７）が主張する「フ

ァスト風土」化が進む流れのひとつとして米国が抱えている問題と共通していることが指摘

されている。製造業の海外移転により雇用が衰退した地域に郊外大型店舗の進出が進み，雇

用の移転が起こった。しかし，条件は従来に比べ悪化したため，長時間労働を余儀なくされた。

それにより，家事や子どもの教育にかけられる時間が減少した。加えて，従来の地域密着型

の商店街も衰退し，子どものコミュニケーションをとる場の喪失を誘導した結果，非活動的

な生活と結びつき，体力の低下をももたらせたと推察している。�

�

４．２．高所得者層における痩身傾向児の高い出現率�

　雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率との負の相関関係とは対照的に，同給与額と痩身傾

向児出現率とは正の相関関係を示すことが，本研究により明らかとなった。日本における１１

歳児の痩身傾向出現率は１．３から３．９％であり，男女の平均値間に大きな差は認められない。

従って，高所得者層において母親世代のダイエット志向が仮に強いとしても，この影響が女

児のみならず男児を含む両者に反映されているとは推察し難い。年間給与額上位５都府県では，

下位５県を比較した場合，「教育」とスポーツ活動等の月謝を含む「教養娯楽」に対して，

より多く支出されている結果を示した。高所得者層子弟は，学校教育に加えて，塾，習い事，

スポーツ活動など一日の活動量が平均より高い状態に維持されているのではないだろうか？

もし，このエネルギー消費量に見合ったバランスあるカロリー・栄養摂取が達成されていな

いとすると，健全なる発育・発達が保障されず痩身傾向化が認められると推察される。�

　文部科学省による平成１６年度学校保健統計調査報告書では，東北・北海道における１１歳男・

女児の痩身傾向児出現率は，最も高い５．２％であった。従って，積雪寒冷地域の子どもたちは，

肥満と痩身傾向児の双方が多いのか今後の検討が提言された（西岡，２００７）。一方，同省に

よる平成１８年度の報告書では，東北と北海道を分けて算出することができ，それぞれ２．５％

と２．４％と約２分の１の割合であった。平成１８年度の報告書より，肥満・痩身度の算出法を

前年度までの身長ごとの平均体重から身長に係数をかけた標準体重を用いることとした。こ

の結果，新算出法による肥満度は高い傾向を示し，一方，痩身度は低い傾向を示している。

特に，東北・北海道の痩身傾向児出現率については，平成１６年度と平成１８年度学校保健統

計調査報告書のデータ間に差が生じているので，慎重な数値の算出と分析が必要であろう。�

�
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ま　と　め�

　日本の子どもにおける肥満化と痩身化の体格の二極分化への変化は，子どもの親世代であ

る男性雇用者年間給与額と肥満傾向児，及び，痩身傾向児出現率と相関関係を示すことが，

本研究により明らかとなった。肥満傾向児の割合は，低所得層において高値を示すのに対して，

痩身傾向児の割合は，高所得層において高値を示すことが判明した。これらの相関関係は，

雇用者年間給与額，肥満傾向児出現率，痩身傾向出現率のそれぞれについて，各都道府県別

に平均値を算出して分析を実施した成果である。この成果を参考として，しかし，全国レベ
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ルにとらわれずに，地域における肥満・痩身に関する統計データのより丁寧で正確な解析が

望まれる。格差社会の拡大の中，子どもの健康の悪化の原因となる「肥満化・痩身化」を食

い止めて，からだと心の限りない健全なる発達を保障する取り組みの構築が緊急の課題であ

ろう。科学的根拠に基づいた実践を積み上げて成果を上げる方向を見出していくことが，人

口減少時代に突入したわが国が，豊かな国家として将来より発展できるための基盤であると

提言できる。�

�
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注：厚生労働省賃金構造基本統計調査（平成１８年度）及び文部科学省平成１８年度学校保健統計調査に基づき作成�

表１　雇用者年間給与額と肥満／痩身傾向児出現率（平成１８年度）�
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図１　地域別雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率（平成１８年度）�

図２　地域別雇用者年間給与額と痩身傾向児出現率（平成１８年度）�
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図３　所得階級別雇用者年間給与額と肥満傾向児出現率（平成１８年度）�

図４　所得階級別雇用者年間給与額と痩身傾向児出現率（平成１８年度）�


